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論 文 の 内 容 の 要 旨

最近,東日本大震災や頻発する豪雨災害を契機として自主防災の意義が問われている｡本

論文は,岐阜県大垣市郊外の農村集落の庁まいを残す輪中地域をフィールドに選定し,急速な

都市化に伴う集落社会の変貌と住民の水防意識の変質を詳細に追跡して,災害の事前から事後

にわたって機能する自主防災組織(共助)の要件を解明したものである｡本論文の目的を達成

するため,地元集落の自治会華や市担当者に聞き取りしながら6年間継続して現地調査を行い,

対象地域に立地する集落の自然的･社会的特性を比較して地元住民から構成される自主防災

組織と水防に関する一連の水害対応や水害対策に対して仮説を構築し,住民の意識･意向を問

う,計2回の周到なアンケート調査の統計的な分析によって実証した｡全7章で構成されている｡

まず,第1,2章では,300編余にわたる内外の関連文献を精査して,欧米諸国には共助の

防災体制がなく,災害の多いわが国の防災対策には,水田農耕社会で培われた共助の防災体

制を維持強化することが重要であることを示唆し,本論文の意義と独自性を明確にした｡

第3章では,対象地区の土地利用変化に伴う地域コミュニティの特性を把握し,自治会長へ

のヒアリング調査を通して水防体制と水害対応を整理して都市化に伴う水害経緯を知らない新規

住民や河川と集落との立地関係が水防組織と活動に影響していることを示した｡第4章では,コ

ミュニティ活動へ参加することが情報取得から復旧･復興や今後の水害対策の役割分担に与える

影響を検討し,気象や出水などの情報取得,土嚢粗みなどの水防活動,地域の清掃や被災家

屋の復旧･復興活動に,居住歴が長く,コミュニティ活動が活発な住民ほど,個人や世帯(自助)

及び地域(共助)で取り組む意向があることを明らかにした｡第5章では,治水施設や水害情報

に関する認識が水害認識(水害リスク受容)に与える関係を整理し,水害リスクの受容度が水害対

応や水害対策,水害対策への役割分担に与える影響を分析した｡水害認識には,治水施設や

水害情報などの治水知識が影響し,治水知識を有している住民ほど水害リスクを受容する傾向が

ある｡水害対応も水害リスクを受容している住民ほど,気象や河川情報の取得,堤防監視や土
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嚢組みなどの水防活動に個人や世帯(自助),地域(共助)で取り組む｡水害対策には,水害リス

クを受容している住民ほど防災活動(共助)へ参加する傾向があり,水雷リスクを受容できないと

公助に頼る傾向がみられた｡第6章では,水害知識(水害対応に必要な知識)の内容と水防体

制を整理し,水害知識は居住地周辺の河｣11構造物や水善が発生しやすい地形,治水事業の経

緯などの伝承的･社会的な知識が重要であり,河川の監視や土嚢積みなどの水害発生前から発

生直前の初動対応が不可欠である｡初動対応を担うのは,河川構造物や水害の発生しやすい

地形,治水事業の経緯など豊富な知識を有する住民である｡今後の水防には,水害に関する知

識を有している住民ほど,河川整備のみならず自主防災組織の活動に期待し,初動対応を実施

する堤防監視員,水防倉庫係や排水機場管理人は,役職を経験している住民ほど自主防災組

織に期待している｡第7章では,一連の成果の要約と今後の自主防災組織の維持強化に向け

た提言を行い,今後の課題に言及している｡

自治会活動と水害に対する住民意識,水防組織の連携した活動に求められる伝承や防災知

識に関する実証的な知見は,本論文で得られた貴重な成果である｡改めて,要点をあげると,

1.集落の立地環境や住民構成,住民の水害経験が自主防災組織の形態に差をもたらし,

水害の経緯を知らない新規住民が増加するにつれて組織の活動機能が停滞しがちである｡

2.集落の自治会活動が活発な住民ほど,居住歴が古く,河川情報の取得や水防活動,被

災家屋の復旧･復興活動の水害対応に個人や家族(自助),集落(共助)で取り組む傾向が

あり,水害対策に共助を重視する意向が強い｡

3.治水施設の存在や水事情報などの知識をもつかどうかが水害に対する住民意識に影響

して知識がある住民ほど災害を宿命的に受け入れる姿勢を示し,情報取得や水防活動,復

旧･復興活動に個人や家族(自助),集落(共助)で取り組む傾向がある｡逆に,水害を人災

と考える住民ほど国や地方公共団体による公助に頼る｡

4.水防に必要な知識は,水害が起きやすい地形的特徴,河川構造物,治水事業の経緯な

どの伝承的･社会的な知識が重要であり!水防活動には水害発生前の初動対応が重視され

るが,これらの知識の多い住民が役職(地域リーダー)として担う｡

5.今後の水防体制についても,水害知識の豊富な住民ほど,自主防災組織の活動に期待

しており,実務的な初動対応にあたる壕防監視員,水防倉庫係や排水機場管理人には,知

識とともに役職経験がより求められる｡

一連の得られた知見をもとに,自主防災組織を維持強化するために,(D日常的な自治会活動

への参加を促し,水害発生前に河川構造物の機能,水害が発生しやすい地形,土地利用の歴

史などの知識を総合的に啓蒙して水害常習地域としてのリスクを住民が受容すること,②自主防

災組織が有効に機能するよう住民が水害知識を習得する機会を増やすこと,③組織で重要な役

職を担う住民を育てるには,日常的な自治会活動へ参加を促し,水防活動を経験する機会を設

ける必要があることなどを提言した｡

本論文で得られた知見は,計3報の基礎論文に公表されており,災害の頻発するわが国にお

ける今後の自主防災組織を考える上で良重な一助となる重要な成果である｡

審 査 結 果 の 要 旨

同氏は,2010年,本研究科博士課程に進学し,一貫して岐阜県大垣市郊外の農村

集落の停まいを残す輪中地域をフィールドに選定して集落自治防災組織の水害対応

に関する調査研究に邁進してきた｡最近,東日本大喪災を契機として共助の意義が間
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われているが,本論文は,急速な都市化に伴う集落社会の変貌と住民の水防意識の変

質を詳細に追跡して自主防災組織(共助)の存続課題を追求したものである｡

まず,対象地域に立地する集落の自然的･社会的変貌を比較しながら地元住民から

構成される自主防災紳織と-一連の水雷対応や水雷対策の実態を把握するため,地元集

落の自治会長や市担当者と十分な打ち合わせをしながら6年間継続して現地調査に

入っており,さらに地元住民を対象に水防に関する意識･意向調査を計2回実施し

て自治会活動と水害に対する住民意識の関係,水防組織の活動に求められる伝承や防

災知識について分析を進め,公開論文審査会においては,基礎論文に準じて次のよう

な一連の貴重な知見が披渡された(要約)｡

1.集落の立地環境や住民構成,住民の水害経験が自主防災組織の形態に差違をもた

らし,水害の経緯を知らない新規住民が増加するにつれて組織の活動が停滞しがちで

ある｡

2.集落の自治会活動が活発な住民ほど居住歴が古く,河川情報の取得や水防活動,

被災家屋の復旧･復興活動の水害対応に個人や家族(自助),集落(共助)で取り組む傾

向があり,水害対策に共助を重視する傾向がある｡

3.治水施設の存在や水害情報などの知識が水害に対する住民意識に差違をもたら

し,知識がある住民ほど災害を宿命的に受け入れる姿勢を示し,情報取得や水防活動,

復旧･復興活動に個人や家族(自助),集落(共助)で取り組む傾向がある｡逆に,水害

を人災と考える住民ほど国や地方公共団体による公助に頼る｡

4.水防に必要な知識は,水害が起きやすい地形的特徴,河川構造物,治水事業の経

緯などの伝承的･社会的な知織であり,水防活動には水害発生前の初動対応が重視さ

れ,これらの知識の多い住民が役職(地域リーダー)として担う｡

5.今後の水防体制についても,水害知識の豊富な住民ほど,自主防災組織の活動に

期待しており,軍務的な初動対応にあたる堤防監視員,水防倉庫係や排水機場管理人

は,知識より役職経験が重要である｡

以上の一連の知見をもとに,日常的な自治会活動への参加を促し,水害発生前に河

川構造物の存在や機能,水害が発生しやすい地形的な特徴,土地利用の歴史などの知

識を総合的に啓蒙して水害常習地域としてのリスクを住民が意識すること,また自主

防災組織が継続できるよう住民が水害知識を習得する機会を増やすこと,組織で重要

な役職を担う住民を育てるには,日常的な自治会活動へ参加を促し水防活動を経験す

る機会を設ける必要があることなどが提言された｡

同氏は,300編余にわたる内外の関連文献を精査して,欧米諸国には共助の防災体

制がなく,災害の多いわが国の防災対策には,かつての水田農耕社会で培われてきた

共助の水防体制を維持強化することが重要であることを示唆するとともに,アンケー

ト調査の統計的な分析をもとに,自主防災組織の存続要件を分析している｡今後とも

わが国の災害研究に不可欠な視点を備えており,調査分析手法にも習熟している｡

以上について,審査委員全員一致で本論文が岐阜大学大学院連合農学研究科の学位

論文として十分価値あるものと認めた｡
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